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用語の説明（案）

説 明用 語

処理によって生成されるもののうち、放射能濃度が低減し、活用が可能と考えられ
るもの（分級：粗粒分、溶融：スラグ、焼成：焼成物など）。生成物

処理によって生成されるもののうち、放射能濃度が比較的高くなったもの。濃縮物

土壌を粒径によって分離する技術。分離の基準となる粒径を分級点という。分級処理

分級処理によって得られる、粒径が分級点より大きい土壌。処理前の対象物に比べ、
放射能濃度が低くなることが期待される。粗粒分

分級処理によって得られる、粒径が分級点より小さい土壌。処理前の対象物に比べ、
放射能濃度が高くなることが期待される。細粒分

処理により発生する生成物・濃縮物以外で、不要となるもの（廃水、汚泥、設備の
消耗品・交換品（ろ布、バグフィルタ等）など）二次廃棄物

熱処理により発生する排ガスに含まれる微粒子状の灰で、排ガス処理工程で回収さ
れる灰。放射性セシウムが比較的多く含まれる。飛灰

処理前の対象物と比較して生成物の放射能濃度が下がる割合
= （１－（ 生成物の放射能濃度÷ 処理前対象物の放射能濃度））× 100

放射能濃度の低減化率（除染
率）(%)

処理前の対象物と比較して濃縮物の体積が減少する割合
= （１－（ 濃縮物の体積÷ 処理前対象物の体積））× 100減容化率(%)

処理前の対象物と比較して濃縮物の質量が減少する割合
= （１－（ 濃縮物の質量÷ 処理前対象物の質量））× 100減量化率(%)

本資料における用語について説明する
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用語の説明（案）、続き

説 明用 語

ビーカー等を用いた基礎データを取得するための規模ラボスケール

パイロットスケール機を設計、製造するためのデータを取得できる規模ベンチスケール

実機の数分の１から10分の１程度の処理能力を有し、実機での性能等を確認できる
規模パイロットスケール
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減容技術等の評価に関する整理方法について①
これまでの技術WGにおいて、技術実証の成果を踏まえ、減容技術等ごと（分級処理技術、熱処理技術

等）の評価を行ってきたが、これまでの評価を踏まえつつ、今後のとりまとめに向けて、それぞれの技術
の中での小分類ごとに技術実証の成果についての整理・評価をし、総合評価を行うこととする。
※特に、一般の方向けの、よりわかりやすい整理・とりまとめに努める。

小分類（案）中分類大分類

通常分級：沈降分離等により、粒径で分別（分級点は主に75μm）湿式分級分級処
理技術

減容化
（分離
濃縮） 高度分級（付着粒子の分離）：粒径での分別に加え、砂に付着する粘土・シルトを分離

高度分級（分級点の小粒径化）：通常分級より分級点を小さくして分離

高度分級（付着粒子の分離＋分級点の小粒径化）：砂に付着する粘土・シルトを分離す
る操作に加え、通常分級より分級点を小さくして分離

通常分級：風力、気流遠心分離により、粒径で分別（分級点は主に75μm）乾式分級

高度分級（付着粒子の分離）：粒径での分別に加え、砂に付着する粘土・シルトを分離

高度分級（付着粒子の分離＋分級点の小粒径化）：砂に付着する粘土・シルトを分離す
る操作に加え、通常分級より分級点を小さくして分離

高度分級（磁気による分離）：風力による分別に加え、磁気による分離
溶融熱処理

技術
焼成

＜減容技術等の分類について（次ページに続く）＞

※小分類については、今後の議論により変更・追加等があり得る。
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減容技術等の評価に関する整理方法について②
＜減容技術等の分類について（前ページからの続き）＞

※小分類については、今後の議論により変更・追加等があり得る。

小分類（案）中分類大分類
酸処理化学処理技術減容化

（分離濃縮） 溶融塩（＋酸）処理
アルカリ処理
水熱処理（亜臨界状態での処理）

洗浄剤処理
混合撹拌式飛灰洗浄技術（洗浄工程）
散水式
混合撹拌式（液中合成式）飛灰洗浄技術（吸着工程）
カラム式
セメント固型化安定化技術

（飛灰等を対象とする場合
／吸着剤等を対象とする場
合）

安定化
ガラス固型化
ジオポリマー固型化
プラスチック固型化
ゼオライト焼成（ゼオライト吸着剤の安定化）
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（参考）分級処理技術の概要と実証の概要

礫
（2mm以上）

砂
（2mm～75μm）

シルト・粘土
（75μm未満）

土壌をほぐすための解泥機 沈降分離により、砂と粘土・
シルトを分別し、主に「砂」
を回収する設備

＜実証設備全景＞

水
を
投
入

解泥後の土壌に水をかけながら、
ふるいを振動させることで、主
に「礫」を回収する設備

＜主な設備＞

放射性セシウムが、粗粒分（礫・砂）よりも細粒分（シルト・粘土）に付着しやすいという特性が
あることから、除去土壌を粒径別に分離することにより最終処分量を減少させる。

＜分級処理技術の概要＞

砂
（2mm～75μm）

機械式研磨等によ
る付加的な処理
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（参考）熱処理技術の概要と実証の概要

資材化炉

飛灰 焼成物

焼成物を活用したインターロッキングブロック

添加剤

飛灰

分級後の細粒分（シルト・粘土）、または放射能濃度の比較的高い土壌等を対象とし、熱エネルギーに
よって放射性セシウムを気化させ、排ガス処理工程で飛灰として回収することで最終処分量を減少させる。

＜熱処理技術の概要＞
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（参考）化学処理の概要と実証の概要

分級後の細粒分（シルト・粘土）、または放射能濃度の比較的高い土壌等を対象とし、酸、アルカリ等
の溶媒を用いて土壌中の放射性セシウムを溶媒中に溶出させることで、土壌から放射性セシウムを分
離・回収し、最終処分量を減少させる。

＜化学処理技術の概要＞

実証試験の概要

土壌の化学処理による、放射性セシウム分離処理の一例

溶媒（酸・アルカリ等）
除去土壌

生成物
（放射能濃度の低減化した土壌）

放射性Csを含む
脱水ろ液

実証試験設備の一例

放射性Csを含む脱水ろ液は、
吸着剤などで処理し、放射性Cs
を回収
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（参考）飛灰洗浄・吸着・安定化技術の概要と実証の概要【実証中】

洗浄工程設備

吸着工程設備

実証試験の概要

脱
水
機

洗浄後の
飛灰

洗浄水

吸着 工程

廃水
（貯留）

安
定
化
工
程

元の飛灰

洗 浄 工 程

飛灰
放射性セシウム

凡例
洗浄により
放射性セシウム
は大幅に低減飛灰を水で洗い、

放射性セシウム
を水中に溶出さ

せる

洗浄水中に
溶出した放射
性セシウムを
吸着剤で回収

放射性セシウムを
吸着した吸着剤を
安定化させる（セ
メント固化等）

吸着剤

水

熱処理により発生した飛灰に付着した放射性セシウムは水に溶けやすいことから、飛灰を水で洗浄する
ことでセシウムを水に溶出させ、吸着剤により吸着・安定化することで最終処分量を減少させる。

＜飛灰洗浄・吸着・安定化技術の概要＞
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減容技術等の評価に関する整理方法について③

評価項目（案）評価の優先度

性状や量を踏まえた、二次廃棄物の処理や生成物の利用の困
難度

課題となり得る事項① 作業者・環境への影響

大規模化の可能性

減容化率・減量化率
処理効果② （放射能濃度が下がった生成物の）放射能濃度の低減化率

（安定化技術について）溶出性、安定性等

処理能力（処理にかかる時間やメンテナンス頻度等も考慮）処理能力③

コスト
コスト等④

（使用エネルギー量（CO2排出量））

上記の評価を踏まえた総合評価

＜減容技術等の評価項目について＞
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減容技術等の評価に関する整理方法について④
＜評価に当たっての視点（案）＞
• 本評価は、現時点で技術実証等により把握された成果を踏まえて行ったものであり、技術の組合せ検討の参考とす

るものである。
• 原理の異なる技術を横並びで評価することは難しいことから、P３、P４の中分類（分級処理技術、熱処理技術等）

ごとに、小分類の技術の比較評価を行うこととする。
• P９で「課題となり得る事項」（性状や量を踏まえた二次廃棄物の処理や生成物の利用の困難度、作業者・環境への

影響、大規模化の可能性）については、クリティカルな課題（※）があれば技術の採用が難しくなる。よって、こ
こでの課題に対する対応が難しい場合には、他の項目の評価によらず、低い評価とする。
※ここでのクリティカルな課題とは、技術的な解決策や前例が無く、達成／実現が難しい課題を想定。

• 「減容化率」「減量化率」については、中分類ごとに、小分類の技術の比較評価を行い、最も評価の高いものを◎、
それに次ぐものを○、△などと評価する（評価根拠の説明等も付記）。

• 生成物の放射能濃度の低減については、その後の処理・利用の観点から8,000Bq/kg以下となることを目安とし、更に
濃度低減が図られる場合には、相対的に高い評価とする。

• 「処理能力」については、実証試験の実施スケールおよび大規模化の可能性を踏まえて評価する。
• 「コスト」についても、中分類ごとに、小分類の技術の比較評価を行い、最もコストの低いものを◎、それに次ぐ

ものを○、△などと評価する（評価根拠の説明等も付記） 。
• なお、比較する小分類が２種類の場合で、両者の評価が同等の場合は両者とも〇とする。
• 上記での「他の項目の評価によらず、低い評価とする場合」を除き、総合評価に当たっての各評価項目の重み付け

について、最終処分量の低減という目的を踏まえれば、「処理効果」が最も重要と考えられる。また、処理効果や
処理能力が同等の場合には、コストが低いものの総合評価を相対的に高くする。

第9回技術WG資料3より



11

減容処理技術の評価基準（案）

評価根拠の説明等評価項目（案）優先度

以下の課題が発生する場合、他の項目の評価によらず、低い評価とする。
• 二次廃棄物の性状や量により、処理・処分が著しく困難。
• 生成物の性状（放射能濃度等）や量により、再生利用が困難。
• 作業者の放射線被ばくや、その他の労働環境の基準等に適合しない。
• 環境負荷（環境基準の超過など）が高く、改善が困難。
• ベンチスケール以上での実証試験や類似設備での実績がなく、大規模化が困

難。
特に問題がない場合についても、上記に関する情報を留意事項として付記。

性状や量を
踏まえた、
二次廃棄物
の処理や生
成物の利用
の困難度等

課題と
なり得
る事項

①

◎：処理により対象処理物が8,000 Bq/kgを大きく下回る。
〇：処理により対象処理物を概ね8,000 Bq/kg以下にすることが可能。
△：放射能濃度の低減化率が低く、処理対象物を8,000 Bq/kg以下にすることが困
難。

生成物の放
射能濃度の
低減効果

処理効
果②

（技術の原理等も考慮し、以下を目安に評価。）
◎：比較技術の中で減容（量）化率が最も高い。
〇：比較技術の中で減容（量）化率が高い。
△：比較技術の中で減容（量）化率が低い。

減容化率・
減量化率

◎：放射性セシウムの溶出性が低い。
〇：放射性セシウムの溶出性がやや高い。（放射性セシウムの溶出に対しては、
最終処分場での対策が可能。）
△：放射性セシウムの溶出性が高い。（放射性セシウムの溶出に対しては、最終
処分場での対策が可能。）

（安定化技
術につい
て）溶出性
等

各減容処理技術の評価基準に関する説明を示す。
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評価根拠の説明等評価項目（案）優先度

◎：パイロットスケール以上での実証試験の実績があり、既存の装置で
の処理が可能。
〇：ベンチスケール以上での実証試験の実績があり、既存の装置の改造
により処理が可能。
△：ベンチスケール以上での実証試験の実績がない。

処理能力（処理に
かかる時間やメン
テナンス頻度等も
考慮）

処理能力③

◎：比較技術の中で低コスト
〇：比較技術の中で中程度のコスト
△：比較技術の中で高コスト

コスト、使用エネ
ルギー量（CO2排
出量）

コスト等④

上記の評価を踏まえた総合評価
（案）

減容処理技術の評価基準（案）、続き
第9回技術WG資料3より
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分級処理技術の比較、総合評価（案）

乾式分級湿式分級評価項目（案）
高度分級通常分級高度分級通常分級

評価の優先度
①⇒④

風選別＋磁気
分離

（風力＋磁気選別）

付着粒子の分
離＋小粒径化

（気流遠心分離＋機
械式研磨）

付着粒子の分
離

（気流遠心分離＋機
械式研磨）

風選別
（風力＋気流遠心分

離）

付着粒子の分
離＋小粒径化

（機械式研磨＋高圧
エジェクタ等）

分級点の小粒
径化

（磁気分離、浮遊選
別等）

付着粒子の分
離

（機械式研磨等）

粒径による分
離

（振動篩、沈降分離
等）

特に問題はな
い。

特に問題はな
い。

特に問題はな
い。

特に問題はな
い。

特に問題はな
い。

特に問題はな
い。

特に問題はな
い。

特に問題はな
い。二次廃棄物

の処理や生
成物の利用
の困難度、
作業者・環
境への影響、
大規模化の
可能性

①課題
となり
得る
事項

水は使用しない。水は使用しない。商
用装置あり。

水は使用しない。商
用装置あり。

水は使用しない。商
用装置あり。

生成物の再生利用に
あたり放射能濃度の
確認が必要。商用装
置あり。

生成物の再生利用に
あたり放射能濃度の
確認が必要。商用装
置の規模が小さいが、
複数系列化が可能。

水の循環利用が可能。
生成物の再生利用に
ついて確認が行われ
ている。大規模商用
装置あり。

水の循環利用が可能。
生成物の再生利用に
ついて確認が行われ
ている。大規模商用
装置あり。

〇〇△◎△～〇〇〇◎

減容化率・減
量化率
（中分類内での相対
的な評価）

各実証事業の数値は
後の整理表に記載。

②処理
効果

データなしデータなしデータなしデータなし減容化率
70～86%（H23:1件）

データなし減容化率
7～45 %（国直轄）
42～59 % （H23:1件）

減容化率
8～57 %（国直轄）

減量化率
21～89％
（R3:1件）

粒度分布から推定
される減量化率と
の差、18.4％

減量化率
36～57%
（H23:1件）

減量化率
27～34%
（H23:1件）

減量化率
52～82%（H25:1
件）
粒度分布から推定
される減量化率と
の差、28.2～40.2％

減量化率
0～94%
（H23:2件、H26:1
件、H30:1件、
H31:1件、R3:2件）

減量化率
52～70 %
（H29:2件）
磁気分離の処理効
果は限定的。
粒度分布から推定
される減量化率と
の差、48.5～55.5%

減量化率
31～81％
（国直轄）
71～87％
（H23:5件）
粒度分布から推定
される減量化率と
の差、3.5～7.4 ％
（国直轄）

減量化率
32～82％（国直
轄）、54～79％
（H23, H31-R2）

粒度分布から推定
される減量化率と
の差、1.4～7.7％
（国直轄）

△～〇△～〇〇△～〇△～〇△◎〇
（放射能濃度
が下がった生
成物の）放射
能濃度の低減
効果

0～58％（R3:1件）
放射能濃度の低減効
果が低い場合がある。

38～74％
（H23:1件）
放射能濃度の低減効
果が低い場合がある。

63～86％（H23:1件）15～41％（H25:1件）
放射能濃度の低減効
果が低い場合がある。

23～98 %
（H23:2件, H26:1件, 
H30:1件, H31: 1件, 
R3 :2件）
放射能濃度の低減効
果が低い場合がある。

16～63％
（H29:2件）
放射能濃度の低減効
果が低い場合がある。

58～88 % 
（国直轄）
58～97 %
（H23:5件）

51～82％
（国直轄）
60～79％
（H23:1件、 H31-R2:1
件)

次頁に続く

分級処理技術の評価（案）を示す。 なお、分級の処理効果は、分級対象の除去土壌の粒度分布に依存するところが大きい。
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分級処理技術の比較、総合評価（案）、続き
乾式分級湿式分級評価項目（案）

高度分級通常分級高度分級通常分級

評価項目の優先度
①⇒④

風選別＋磁気
分離

（風力による分級
＋磁気選別）

付着粒子の分
離＋小粒径化
（気流遠心分離＋

機械式研磨）

付着粒子の分
離

（気流遠心分離＋
機械式研磨）

風選別
（風力＋気流遠心

分離）

付着粒子の分
離＋小粒径化
（機械式研磨＋高
圧エジェクタ等）

分級点の小粒
径化

（磁気分離、浮遊
選別等）

付着粒子の分
離

（機械式研磨等）

粒径による分
離

（振動篩、沈降分
離等）

△△△△〇△◎◎処理能力（処
理にかかる時
間やメンテナ
ンス頻度等も
考慮）

③処理
能力

実証試験の規模：
1t/h

実証試験の規模：
データなし
（300kg/h規模の
類似装置あり）

実証試験の規模：
データなし
（300kg/h規模の
類似装置あり）

実証試験の規模：
0.2～2t/h

実証試験の規模：
660L/h、40t/h、
2t/h、20m3/h、
250L/ﾊﾞｯﾁ、
40t/day 

実証試験の規模：
0.1t/day、 1t/day、
36kg/バッチ

既存の装置の処理
能力が小さい。

実証試験の規模：
10t/h(国直轄), 
2.5kg/h、 0.15t/h, 
1t/h、2t/h

実証試験の規模：
20t/h(国直轄)
、2t/h、10t/h

○◎◎〇△△〇◎イニシャ
ル・ランニ
ングコスト、
エネルギー
使用量
（中分類内での
相対的な評価）

④コスト
等

（※）

2.3 万円/t
（R3:1件）

0.5～0.8 万円/t
（H23:1件）

0.5～0.8 万円/t
（H23:1件）

3.1 万円/t
（H25:1件）

1.5万～23万円/ｔ
（H23:2件、H26:1
件, H30:1件、
H31:1件、 R3:2
件）

0.95～17万円/t
（H29:2件）

3.2 万円/t
（通常分級工程
（2.8万円/ｔ）を
含む、国直轄）、
0.9万円～1.5万円
（H23:5件）

2.8万円/t（国直
轄）、
0.7万円/t（H23）

一定の減量効
果はあるが、
処理能力が小
さい。

一定の減量効
果はあるが、
処理能力が小
さい。

一定の放射能
濃度の低減効
果はあるが、
処理能力が小
さい。

処理効果が高
いが、処理能
力が小さい。

一定の処理効
果が得られて
いるものもあ
るが、生成物
の一部につい
て濃度低減効
果が低い。

処理能力が小
さく、生成物
の一部につい
て濃度低減効
果が低い。

通常分級で得
られた粗粒分
の放射能濃度
が高い場合に、
オプションと
して活用する
ことが可能。

処理効果、処
理能力、コス
トを踏まえ、
分級処理技術
においては、
優先的に検討
され得る技術。

上記の評価を踏まえた総
合評価（案）

※ここでのコスト等のデータは各実証事業において想定された条件の元で算出されたものを含み、今後精査が必要。
※課題となり得る事項や各評価項目の重み付けといった観点があり、◎や○の数のみで評価されるものではない。
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熱処理技術の比較、総合評価（案）
熱処理評価項目（案）

焼成溶融評価項目の優先度
①⇒④

特に問題はない。特に問題はない。性状や量を踏まえた、二次廃
棄物の処理や生成物の利用の
困難度、作業者・環境への影
響、大規模化の可能性

①課題となり得
る事項

300 t/day規模の類似設備が稼働中。150 t/day規模の類似設備が稼働中。

〇〇
減容化率・減量化率
（中分類内での相対的な評価）

②処理効果

減容化率 72.4～92.5 %
減量化率 88.9～95.8 %

減容化率 83.4～89.2％
減量化率 89.7～98.5％

◎〇

（放射能濃度が下がった生成物
の）放射能濃度の低減効果
（生成物の発生量）

Cs除去率99.7 %程度。
生成物（焼成物）は100 Bq/kg以下となるが、発生量は添
加剤により、処理対象物の～2倍程度となる。

Cs除去率 97.1～99.3 %程度。
157～1,430 Bq/kg（スラグ）/ 11.5万～46.6万 Bq/kg（飛
灰）
スラグの発生量は添加剤により、処理前対象物の1.3～1.4
倍程度となる。
※仮設灰処理施設での生成物（スラグ）は平均3,000 Bq/kg
程度（焼却灰の処理）。

〇〇
処理能力（処理にかかる時間や
メンテナンス頻度等も考慮）③処理能力

実証事業の規模：10t/day実証事業の規模：3t/day、25kg/バッチ

〇〇イニシャル・ランニングコス
ト、エネルギー使用量
（中分類内での相対的な評価）

④コスト等（※） コストは30～40万円/t（要精査）。コストは30～40万円/t（要精査）。

処理効果、処理能力が高く、大規模化が可
能。生成物（焼成物）の放射能濃度は大き
く低減する。（再生利用の用途先等の検討
が必要。）

処理効果、処理能力が高く、大規模化が可
能。生成物（スラグ）の再生利用の用途先
等の検討が必要。上記の評価を踏まえた総合評価（案）

熱処理技術の評価（案）を示す

※ここでのコスト等のデータは各実証事業において想定された条件の元で算出されたものを含み、今後精査が必要。
※課題となり得る事項や各評価項目の重み付けといった観点があり、◎や○の数のみで評価されるものではない。
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化学処理技術の比較、総合評価（案）
化学処理評価項目（案）

洗浄剤処理水熱処理アルカリ処理溶融塩（＋酸）処理酸処理評価項目の優先度
①⇒④

大規模化が困難大規模化が困難大規模化が困難大規模化が困難大規模化が困難性状や量を踏まえた、
二次廃棄物の処理や生
成物の利用の困難度、
作業者・環境への影響、
大規模化の可能性

①課題
となり
得る
事項

ベンチスケール以上での実
証試験の実績がなく、大規
模化が困難。界面活性剤、
塩類等を含む廃スラッジが
処理土壌量の10倍程度発生
する。

ベンチスケール以上での実
証試験の実績がなく、連続
化・大規模化が困難。

ベンチスケール以上での実
証試験の実績がなく、大規
模化が困難。アルカリ、酸、
高分子凝集剤を含む廃ス
ラッジが処理土壌量の３割
程度発生する。

ベンチスケール以上での実
証試験の実績がなく、大規
模化が困難。廃酸が処理土
壌量の２倍程度に加え、ア
ルカリ廃液も発生するため、
廃液の発生量が多い。

ベンチスケール以上での実
証試験の実績がなく、大規
模化が困難。酸を含む廃ス
ラッジが処理土壌量の４割
程度発生する。

△◎〇〇◎減容化率・減量化率
（中分類内での相対的な評
価）

②処理
効果

放射能濃度の低減化効果が
低く、減量化できない。

減量化率70～99％減量化率63～70％減量化率60～75％減容化率77～93 %
（H23:1件）
減量化率98～99％程度(廃吸
着剤までで）（H25:1件）

△△～〇△～〇◎○
（放射能濃度が下がっ
た生成物の）放射能濃
度の低減効果

0～22 %12～92％（放射能収支が不
明のため参考値）

35～68％
生成物にはアルカリが含ま
れるため、再生利用には処
理が必要。

96～99%
生成物には酸が含まれるた
め、再生利用には処理が必
要。

77～93%（H23）、
40～69%（H25、放射能収支
が不明のため参考値）
生成物には酸等が含まれる
ため、再生利用には処理が
必要。

△△△△△
処理能力（処理にかか
る時間やメンテナンス
頻度等も考慮）

③処理
能力

ベンチスケール以上での実
証試験の実績がない。
実証試験規模：0.25 kg/バッ
チ

ベンチスケール以上での実
証試験の実績がない。
実証試験規模：2g～500 g/
バッチ、4.8 kg/h

ベンチスケール以上での実
証試験の実績がない。実証
試験規模：10 kg/バッチ

ベンチスケール以上での実
証試験の実績がない。実証
試験規模：20g/バッチ
（R6ラボスケールでの連続
化のための試験を実施中）

ベンチスケール以上での実
証試験の実績がない。実証
試験規模：0.02 kg～0.5 kg/
バッチ

△△～○◎〇〇イニシャル・ランニ
ングコスト、
エネルギー使用量
（中分類内での相対的な評
価）

④コスト
等
（※）

188 万円/t（ランニングコス
トのみ）

4.3万円/t（H27）、
5.9万円/t（H27）、
322万円/t（H28）

0.7 万円/t
（粗粒分洗浄設備は含まれ
ていない。)

13万円/t5～10万円/t（H23）、
10万円/t（H25）

大規模化の可能性等
に課題あり

大規模化の可能性等
に課題あり。

大規模化の可能性等
に課題あり。

大規模化の可能性等
に課題あり。

大規模化の可能性等
に課題あり。

上記の評価を踏まえた総合評価
（案）

化学処理技術の評価（案）を示す

※ここでのコスト等のデータは各実証事業において想定された条件の元で算出されたものを含み、今後精査が必要。
※課題となり得る事項や各評価項目の重み付けといった観点があり、◎や○の数のみで評価されるものではない。
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飛灰洗浄技術（洗浄工程）の比較、総合評価（案）
飛灰_洗浄処理評価項目（案）

散水式（＋通気）混合撹拌式評価項目の優先度
①⇒④

特に問題はない。特に問題はない。性状や量を踏まえた、
二次廃棄物の処理や生
成物の利用の困難度、
作業者・環境への影響、
大規模化の可能性

①課題となり
得る事項

使用水量・廃水量が抑えられる。大規模化が可能。
廃水処理により、重金属を含む汚泥が発生。
また塩水の処理も必要。

既存の類似技術、大規模設備の実例がある。
廃水処理により、重金属を含む汚泥が発生。
また塩水の処理も必要。

ーー減容化率・減量化率
（中分類内での相対的な評価）

②処理効果

飛灰洗浄処理工程では濃縮物は発生せず。飛灰洗浄処理工程では濃縮物は発生せず。

〇◎（放射能濃度が下がった
生成物の）放射能濃度の
低減効果

56～63 %97 %（国直轄）、2～92 % （H25、H31）。洗浄後飛灰が
8,000Bq/kgを超える場合について、R6国直轄事業内で追加確認
を検討中。

〇〇処理能力（処理にかかる
時間やメンテナンス頻度
等も考慮）

③処理能力 実証試験規模: 700 kg/バッチ実証試験規模: 10～50 kg/バッチ, 
550 kg/バッチ～連続処理（国直轄）

ーーイニシャル・ランニン
グコスト、エネルギー
使用量（中分類内での相対
的な評価）

④コスト等（※）
5.9万円/t飛灰（H25 、洗浄・廃水（脱水なし））※以下は洗浄処理以外の工程も含む数値

4.6万円/t飛灰（H25、洗浄・吸着）、
68万円/t飛灰（H31、洗浄・吸着・安定化）、
37万円/t飛灰（ランニングコストのみ、 R4-5、直轄、洗浄（脱
水））

廃水量は抑制的であるが、放射能濃度の低減効
果（洗浄効果）が比較的低い。

放射能濃度の低減効果が高く、飛灰洗浄技術
（洗浄工程）においては、優先的に検討され得
る技術。使用する水の量が多いため、廃水処理
等の検討が必要。

上記の評価を踏まえた総合評価（案）

飛灰洗浄技術（洗浄工程）の評価（案）を示す

※ここでのコスト等のデータは各実証事業において想定された条件の元で算出されたものを含み、今後精査が必要。
※課題となり得る事項や各評価項目の重み付けといった観点があり、◎や○の数のみで評価されるものではない。
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飛灰洗浄技術（吸着工程）の比較、総合評価（案）

飛灰洗浄技術（吸着工程）評価項目（案）

カラム式混合撹拌式（液中合成式）評価項目の優先度
①⇒④

特に問題はない。特に問題はない。
性状や量を踏まえた、二次廃
棄物の処理や生成物の利用の
困難度、作業者・環境への影
響、大規模化の可能性

①課題となり
得る事項

吸着剤の選択が可能。吸着後のろ液の処理が必要（高塩分
濃度）。廃水処理により、重金属を含む汚泥が発生。

液中合成式は吸着剤がフェロシアン化物に限られる。
吸着後のろ液の処理が必要（高塩分濃度）。廃水処理に
より、重金属を含む汚泥が発生。

〇〇減容化率・減量化率
（中分類内での相対的な評価）

②処理効果
減量化率98～99%（飛灰からの減量化率）減量化率96～99%（飛灰からの減量化率）

○○（放射能濃度が下がった生成物
の）放射能濃度の低減効果 濃度低減率99.9%（洗浄液の吸着前後での低減率）濃度低減率99.5～99.9%（洗浄液の吸着前後での低減率）

◎〇

処理能力（処理にかかる時間や
メンテナンス頻度等も考慮）③処理能力

連続処理が可能。カラム塔を直列につなぐことにより、複
数系列化、大規模化が比較的容易。
実証試験規模：
50 L/h（国直轄、フェロシアン化物）
9 L/h（国直轄、ケイチタン酸塩）
20L/h （国直轄、ゼオライト）

フェロシアン化物の液中合成・吸着、その後はアルカリ
分解はバッチ処理。液中合成式ではより短時間で吸着平
衡に達する。
実証試験規模：500 L/バッチ、75 L/バッチ、 1 m3/バッチ
（国直轄）

ーー
イニシャル・ランニングコス
ト、エネルギー使用量
（中分類内での相対的な評
価）

④コスト等（※）
※以下は吸着処理以外の工程も含む数値
150万円/t飛灰（R4-5、国直轄, 洗浄・吸着・安定化工程、液
固比10で推計, 15万円/m3ろ液（洗浄・吸着・安定化工
程））
97万円/t飛灰（R4、国直轄, 吸着・安定化工程、液固比10で
推計, 9.7万円/m3ろ液, 吸着・安定化工程）

※以下は吸着処理以外の工程も含む数値
4.6万円/t飛灰（H25、 洗浄・吸着工程含む）
68万円/t飛灰（H31、 洗浄・吸着・安定化工程）
510万円/t飛灰（R4-5、国直轄, 吸着・安定化工程, 液固比
10で推計、51万円/m3ろ液（吸着・安定化工程））

放射性セシウムの吸着効果を確認。安定化処
理方法を踏まえて吸着工程での方法を選択。

放射性セシウムの吸着効果を確認。安定化
処理方法を踏まえて吸着工程での方法を選
択。

上記の評価を踏まえた総合評価（案）

飛灰洗浄技術（吸着工程）の評価（案）を示す

※ここでのコスト等のデータは各実証事業において想定された条件の元で算出されたものを含み、今後精査が必要。
※課題となり得る事項や各評価項目の重み付けといった観点があり、◎や○の数のみで評価されるものではない。
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安定化技術（廃吸着剤）の比較、総合評価（案）
安定化技術（対象物が廃吸着剤等の場合）評価項目（案）

ゼオライト焼成（吸着剤がゼ
オライトの場合）プラスチック固型化ガラス固型化セメント固型化評価項目の優先度

①⇒④
特に問題はない。特に問題はない。特に問題はない。特に問題はない。性状や量を踏まえ

た、二次廃棄物の
処理や生成物の利
用の困難度、作業
者・環境への影響、
大規模化の可能性

①課題
となり
得る事
項

大規模化が可能。大規模化が可能。固化体自体の耐熱
性等に留意が必要。

排ガスの処理が必要。
大規模化が可能。

大規模化が可能。

◎◎◎〇

溶出性、安定性等
（中分類内での相対的
な評価）

②処理
効果

溶出率：
0.001～0.0022％（粒状、焼成体）

溶出率：
検液下限値未満（φ4.5 cm ×5.8 cm, 円
筒形）
充填率 ：1.1 kg/L
廃吸着剤に対する固型化体の体積
比：0.5倍

溶出率：
0.003 ％未満（φ18㎝×25㎝, 円筒形）
（国直轄）
0.12％（1㎝角, 立方体（R3）
充填率： 0.7 kg/L（国直轄）

0.032 kg/L(R3)
廃吸着剤に対する固型化体の体積
比：0.8～1.0倍（国直轄）

溶出率：検出下限値未満 フェロシ
アン化物分解物10Lステンレスカラム
内固型化（φ22cm×37 cm, 円筒形）；
0.04 %フェロシアン化物未分解固型化
体（φ6 cm×8cm, 円筒形）
充填率：0.5 kg/L、
以上、国直轄
廃吸着剤に対する固型化体の体積
比：２倍（カラム体積を考慮しない
場合）（国直轄）

〇〇〇◎処理能力（処理にかか
る時間やメンテナンス
頻度等も考慮）

③処理
能力

実証試験ではベンチスケールのみ。
実証試験規模：1.4kg/バッチ

実証試験ではベンチスケールのみ。
実証試験規模：55ml/バッチ

実証試験ではベンチスケールのみ。
実証試験規模：4kg/バッチ、0.57L/
バッチ

パイロットスケールでの実証試験あ
り。
実証試験規模：10～200L/バッチ

ーーーー
イニシャル・ラン
ニングコスト、エ
ネルギー使用量
（中分類内での相
対的な評価）

④コスト
等（※）

※以下は安定化処理以外の数値を含
む
510万円/t飛灰（R4吸着安定化工程、
液固比10で推計）
51万円/m3ろ液（R4吸着安定化工程）

（参考値）12.1万円（薬品費のみ）39万円/t飛灰（固型化のみ）
※以下は安定化処理以外の数値を含
む
97万円/t飛灰（R4 吸着安定化工程、
液固比10で推計）
9.7万円/m3ろ液（R4 吸着安定化工
程）

※以下は安定化処理以外の数値を含
む
150万円/t飛灰
（国直轄、洗浄吸着安定化工程含
む）

資料２の「安定化技術に求めら
れる溶出低減効果」を踏まえる
と検討され得る技術。

資料２の「安定化技術に求めら
れる溶出低減効果」を踏まえる
と検討され得る技術。

資料２の「安定化技術に求めら
れる溶出低減効果」を踏まえる
と検討され得る技術。

資料２の「安定化技術に求めら
れる溶出低減効果」を踏まえる
と検討され得る技術。

上記の評価を踏まえた総合評価
（案）

安定化技術（廃吸着剤）の評価（案）を示す ジオポリマー固型化は吸着剤を対象とした実証試験は行われていない。

※ここでのコスト等のデータは各実証事業において想定された条件の元で算出されたものを含み、今後精査が必要。
※課題となり得る事項や各評価項目の重み付けといった観点があり、◎や○の数のみで評価されるものではない。

第9回技術WG資料3より
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安定化技術（対象物が飛灰等の場合）評価項目（案）

プラスチック固型化ジオポリマー固型化ガラス固型化セメント固型化評価項目の優先度
①⇒④

特に問題はない。特に問題はない。特に問題はない。特に問題はない。性状や量を踏まえた、
二次廃棄物の処理や生
成物の利用の困難度、
作業者・環境への影響、
大規模化の可能性

①課題とな
り得る事項

固化体自体が可燃物である点に
留意が必要。

大規模化が可能。

飛灰の性状により硬化しにく
い場合がある。

大規模化が可能。

排ガスの処理が必要。
大規模化が可能。

飛灰の性状により硬化しにくい
場合がある。大規模化が可能。

◎〇ー○

溶出性、安定性等
（中分類内での相対的な評価）②処理効果

溶出率：
6.6 %（飛灰, 6h, φ4.5×3 cm, 円筒
形）
充填率： 0.9 kg/L
処理前の飛灰等に対する固型化
体の体積比：0.3倍

溶出率：
23 ％（飛灰, φ1.3×1.5 cm, 円
筒形）
充填率： 0.5 kg/L 程度
処理前の飛灰等に対する固型
化体の体積比：2.6倍

溶出率：データなし

充填率： 0.7 kg/L
処理前の飛灰等に対する固型化体
の体積比：0.3倍

溶出率：
• 17 %（飛灰, φ10×9 cm, 円筒

形）
• 69.8～89.5%（飛灰, φ1㎝, 粒

状, 洗浄による累積溶出率）
• 21 ％（飛灰, 100g 程度, 形状

データなし
充填率：0.4～1.27 kg/L
処理前の飛灰等に対する固型化
体の体積比：0.6～6.2倍

〇〇△～〇◎処理能力（処理にかかる
時間やメンテナンス頻度
等も考慮）

③処理能力 実証試験ではベンチスケールの
み。
実証試験規模：55ml/バッチ

実証試験規模：2～20L/バッチ実証試験ではベンチスケールのみ。
実証試験規模：10 kg/バッチ，0.57 
L/バッチ

実証試験規模：0.3 m3/バッチ,
0.2 m3/バッチ, 30 L/バッチ, 64 
L/バッチ, 30 kg/バッチ

―〇△◎イニシャル・ランニン
グコスト、エネルギー
使用量（中分類内での相対
的な評価）

④コスト等
（※）

（参考値）12万円/t対象物（薬
品費のみ）

72万円/t対象物80～800万円/t飛灰1.4～12万 円/t対象物（飛灰or土
壌）

資料２の「安定化技術に求
められる溶出低減効果」を
踏まえると検討され得る技
術。

資料２の「安定化技術に
求められる溶出低減効
果」を踏まえると検討さ
れ得る技術。（ジオポリ
マー固型化体の一部に除
去土壌の利用も可能。）

資料２の「安定化技術に求め
られる溶出低減効果」を踏ま
えると検討され得る技術。

資料２の「安定化技術に求
められる溶出低減効果」を
踏まえると検討され得る技
術。特定廃棄物処理での実
績あり。コストの観点では
優位性あり。

上記の評価を踏まえた総合評価（案）

安定化技術（飛灰等）の比較、総合評価（案）
安定化技術（飛灰等）の評価（案）を示す

※ここでのコスト等のデータは各実証事業において想定された条件の元で算出されたものを含み、今後精査が必要。
※課題となり得る事項や各評価項目の重み付けといった観点があり、◎や○の数のみで評価されるものではない。

第9回技術WG資料3より
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（参考資料）

減容技術等の評価項目に関する整理等
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減容技術等の評価項目に関する整理①
＜各処理技術ごとの評価項目に関する整理（分級処理技術の場合_湿式分級）＞

湿式分級
高度分級通常分級

付着粒子の分離+分級点の小粒径化（機械式研磨＋高圧エジェクター等）分級点の小粒径化
（磁気分離、浮遊選別等）付着粒子の分離（機械式研磨等）粒径による分離（振動篩、沈降分離

等）
H23（3件, うち１件はデータ不足あり）, H26（1件）, H30（1件）, H31（1
件）, R3（2件、うち1件は模擬土壌）

H29（2件）H30-31（国直轄事業），H23 (5件，うち1件はデータ
不足が多数）

H30-31（国直轄）
H23（1件），H31-R2（1件）実証事業での実績

土壌：2,800～4.2 万Bq/kg
H23: 8,800～2.6万Bq/kg     H23: 1.2 万Bq/kg
H23: 1.5万 Bq/kg   H26: 1.0万～2.6 万Bq/kg    
H30: 7,500～4.2 万Bq/kg
H31: 3,600～1.2万Bq/kg
R3: 2,300～2,900 Bq/kg 

土壌
H29: 4.8万～6.5 万Bq/kg 
H29: 7.6 万 Bq/kg 

土壌: 4,000～10.6万Bq/kg
国直轄: 5,100～10.2万 Bq/kg ％ （対象土壌の性状の範
囲が広く、データ数が多い）
H23: 4,000～8,100 Bq/kg
H23: 1.2 万 Bq/kg,    H23: 7,500 Bq/kg
H23: 1.4 万 Bq/kg

土壌: 2,290～10.2万 Bq/kg
国直轄: 5,100～10.2万 Bq/kg （対象土
壌の性状の範囲が広く、データ数が
多い）
H23: 1.2万Bq/kg
H31-R2: 2,290 Bq/kg

実証事業で用いた対象物

660L/h, 40t/h 2t/h, 20m3/h, 250L/ﾊﾞｯﾁ, 40t/day 0.1t/day, 1t/day, 36kg/バッチ10t/h（国直轄）, 2.5kg/h, 0.15t/h, 1t/h, 2t/h20t/h（国直轄）, 2t/h, 10t/h実証事業の規模
実機規模の装置あり。解泥機、150t/h；エジェクター、250t/h等既存の装置の処理能力が小さい。複数系列化

には多くの要素装置が必要。
実機規模（20t/h)の装置あり。複数系列化が可能。水
の循環利用が可能。
高度分級用水（国直轄）：1t/t（高度分級A）、1.7t/t
（高度分級B）（うち、大部分が循環利用）

実機規模（40t/h)の装置あり。複数
系列化が可能。水の循環利用が可能。
通常分級用水（国直轄）：13t/t（う
ち大部分が循環利用）

大規模化の可能性

H23: 70～86 %
その他：データなし

データなし国直轄: 7～45％
H23: 42～59 %         その他：データなし

国直轄: 8～57 %
その他: データなし減容化率

0～94%（H23:２件, H26:１件, H30:１件, H31:１件, R3:２件）
H23:11～36% H23: 79%     H26: 89～92%
H30: 54～80%     H31: (0) ～17% R3: 44～94%（模擬） R3: 75～85%

H29: 70 %
H29: 52 %

国直轄：31～81 %        
71～87 %（H23:５件） H23: 78~82 % 、 H23: 71, 85 %、
H23: 76 % 、 H23: 87 %

国直轄：32～82％
H23：79％
H31-R2：54％

減量化率

23～98 %（H23:２件, H26:１件, H30:１件, H31:１件, R3:２件）
（生成物のうち、比較的粒径の小さいものについて、放射能濃度の低減効
果が低い場合がある。）
H31: 38～68％ H23:57～76％
H23:60%   R3: 23～27％ H30：69～72％
H26: 79～80％ H23: 98%

16～63  %（H29、2件）
（生成物のうち、比較的粒径の小さいものに
ついて、放射能濃度の低減効果が低い場合が
ある。）
H29: 16%
H29: 63 %

国直轄 : 58～88 %
58～97 %（H23:５件）
H23: 75~92 % H23：82～97％
H23: 74, 89 % H23: 58 %    H23:64～82％

国直轄：51～82％、
H23：60
H31-R2：79％放射能濃度の低減化率（除染

率）

330～1.3万 Bq/kg（粗粒分）
H23:1,200～3,700 Bq/kg
H23: 4,700 Bq/kg    H26: 2,100～5,200 Bq/kg
H30: 2100～1.3 万Bq/kg     H31: 2,300～4，600 Bq/kg   
R3: データなし（模擬） R3: 1,900 Bq/kg

2.1万～5.5万 Bq/kg（20-75 umの画分）
H29：5.5万 Bq/kg
H29: 2.1万 Bq/kg

国直轄 : 1,600～1.6万 Bq/kg
530～1.6万 Bq/kg（粗粒分）
H23: 530～1,800 Bq/kg    H23: 3,600～7,300 Bq/kg
H23: 1,300～3,300 Bq/kg   H23: 3,100 Bq/kg
H23: 4,000～8,000 Bq/kg

国直轄：2200～2.1万Bq/kg 
H23: 4700 Bq/kg
H31-R2: 480 Bq/kg

生成物/濃縮物の放射能濃度 2,700 10 Bq/kg（濃縮物）
H23: 2.8万～8.8万 Bq/kg
H23: 3.9万 Bq/kg    H26: 3万～10万 Bq/kg
H30: 3.7万～5.4万Bq/kg     H31: 6,000～1万 Bq/kg    R3: データなし（模擬）
R3: 2,700 Bq/kg

2.1万～9.6万 Bq/kg（＜20 um）
H29：9.6万 Bq/kg
H29: 2.1万 Bq/kg

国直轄 : 原土の2倍程度
1.7万～36.3万Bq/kg（細粒分, 脱水ケーキ）
H23: 1.8万～2.8万 Bq/kg    H23: 22.8万～36.3万Bq/kg、
H23: 1.6万～2.8万 Bq/kg   H23: 2.6万 Bq/kg、H23: 12.9万
Bq/kg

国直轄：2.1万～13万Bq/kg 
H23: 3.9万 Bq/kg
H31-R2: 4,200 Bq/kg

粗粒画分の粒径範囲は実証事業によって異なる。細粒分は脱水ケーキ状
界面活性剤の混入の場合あり

小径化による濃度が低減化できていない。フ
ロスの処理の確認が必要。細粒分は脱水ケー
キ状、界面活性剤の混入あり

含水比：17%
粗粒分はコンクリート骨材として利用可能、細粒分は
脱水ケーキ

礫含水率：18%，砂含水率：23%
細粒分含水率：40%（高分子凝集剤
を含む場合がある）生成物/濃縮物の性状

1.5万～23万円/ｔ（H23、2件, H26、1件, H30、1件, H31、1件, R3、2件）
H23: 1.7万円/t H23: 1.5万円/t H26: 23万円/t H30: 3万円/t     H31: 4.6 万円
/t R3: 3.8万円/t     R3: 3.8万円/t

0.95 万円/t～ 17万円/t（H29、2件）
H29: 18万円/m3
H29:0.95万円/t

国直轄:3.2 万円/t（ 通常分級工程（2.8万円/ｔ）を含
む）
H23: 0.9万円, H23: 0.4 万円, H23: 0.6万円、H23: 1.5万円, 
H23: 1.5 万円

国直轄：2.8 万円/t
H23：0.7万円/t
H31-R2：データなし（薬剤費810 円
/t)

コスト（イニシャル＋ランニ
ング）

無機系凝集剤、高分子凝集剤を含む廃水、フロス（有機物を含む浮遊物）
等

2m3/tの泡浮遊選鉱処理水（界面活性剤を含
む）、有機物分解廃液、磁気フィルター

有機物、廃水（設備解体時）<50Bq/L,ろ布有機物、廃水（設備解体時）
<50Bq/L,ろ布等二次廃棄物等の性状や量

※ここでのコスト等のデータは各実証事業において想定された条件の元で算出されたものを含み、今後精査が必要。

第9回技術WG資料3を一部修正、追記
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減容技術等の評価項目に関する整理②
＜各処理技術ごとの評価項目に関する整理（分級処理技術の場合_乾式分級）＞

乾式分級
高度分級

風選別（風力＋気流遠心分離） 風選別＋磁気分離
（風力による分級＋磁気選別）

付着粒子の分離＋小粒径化
（気流遠心分離＋機械式研磨）

付着粒子の分離
（気流遠心分離＋機械式研磨）

R3 (１件)H23 (１件)H25 (１件)実証事業での実績
土壌 （3,900～4,500 Bq/kg）土壌（田：7,700、畑：2,200、森林：38,000 Bq/kg)雑草土砂混合物, 3,700 Bq/kg

実証事業で用いた対象物

1t/hデータなしデータなし0.2～2t/h実証事業の規模
～1000kg/h（風選別）,～1000 kg/h
（永久磁石ドラム選別）の装置あり。

300kg/h規模の装置あり。300kg/h規模の装置あり。ー
大規模化の可能性

データなしデータなしデータなしデータなし減容化率

21～89 %36～57 %27～34 ％52～82 ％
減量化率

0～58 %38～74 %63～86 ％15～41 ％放射能濃度の低減化率（除染率）
1,200～3,400 Bq/kg （粗粒分）
3,100 6,300 Bq/kg（細粒分）

600 18,000 Bq/kg（粗粒分）
細粒分データなし

300 14,000 Bq/kg（粗粒分）
細粒分データなし

1,160～2,950 Bq/kg（粗粒分）
3,080, 4,910 Bq/kg（細粒分）生成物/濃縮物の放射能濃度

生成物に磁性鉄粉の混入ありーー
生成物/濃縮物の性状

2.3万円/t0.5～0.8万円/t3.1 万円/tコスト（イニシャル＋ランニング）

磁性鉄粉、バグフィルタ用ろ布等バグフィルタ用ろ布等二次廃棄物量は限定的二次廃棄物等の性状や量

※ここでのコスト等のデータは各実証事業において想定された条件の元で算出されたものを含み、今後精査が必要。

第9回技術WG資料3より
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減容技術等の評価項目に関する整理③
＜各処理技術ごとの評価項目に関する整理（熱処理技術の場合）＞

焼成溶融
H23（１件）, H28-29（国直轄事業）H28（１件）、H24（１件）実証事業での実績
除去土壌 3,000～60,000 Bq/kg、焼却灰 9,000～110,000 Bq/kg土壌（細粒分＜75 um）、9,800～29,400 Bq/kg（プラント試験では

コールド試験）、主灰・飛灰, 6,600～23,000 Bq/kg実証事業で用いた対象物

10 t/day
必要な資材：電力530 kWh/土壌-t-wet、重油130 L/土壌-t-wet、塩基
度調整剤、揮発促進剤；1.3t/処理土壌dry-t

３ t/day, 25 kg/バッチ
必要な資材：燃料(LNG) 300 Nm3/土壌-t-wet、塩基度調整剤、揮発
促進剤；0.7t/処理土壌dry-t

実証事業の規模

類似の実機あり（ロータリーキルン、300 t/day）実機稼働中（回転表面溶融炉 150 t/day）大規模化の可能性
72.4～92.5 %83.4～89.2 %減容化率
88.9～95.8 %89.7～98.5 %

減量化率

99.7 %97.1～99.3 %
放射能濃度の低減化率（除染率）

100 Bq/kg以下（焼成物）/ 2.9万～90万 Bq/kg（飛灰）157～1,430 Bq/kg（スラグ）/ 11.5万～46.6万 Bq/kg（飛灰）
※仮設灰処理施設での生成物（スラグ）は平均3,000 Bq/kg程度
（焼却灰の処理）

生成物/濃縮物の放射能濃度

焼成物（添加剤のため、発生量は元土壌の～2倍程度）スラグ（添加剤のため、発生量は元土壌の1.3～1.4倍程度）
生成物/濃縮物の性状

土木資材、農業資材への実証結果あり。土木資材への再生利用実証結果あり。
30～40万円/t（要精査）30～40万円/t（要精査）コスト（イニシャルコスト＋ランニングコ

スト）
運転中の二次廃棄物は限定的（耐火物、バグフィルター（数年に
一度、部分的な交換））耐火物は高濃度となるが、運転中は再熱
処理が可能。

運転中の二次廃棄物は限定的（耐火物、バグフィルター（数年に
一度、部分的な交換））耐火物は高濃度となるが、運転中は再熱
処理が可能。二次廃棄物等の性状や量

※ここでのコスト等のデータは各実証事業において想定された条件の元で算出されたものを含み、今後精査が必要。

第9回技術WG資料3より
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減容技術等の評価項目に関する整理④
＜各処理技術ごとの評価項目に関する整理（化学処理技術の場合）＞

化学処理
洗浄剤処理水熱処理（亜臨界状態）アルカリ処理溶融塩（酸）処理酸処理

H27 (１件)H27 (２件, 水熱爆砕、水熱抽出), 
H28,31(１件亜臨界イオン交換）

H28 (１件)R4-6(１件、継続中)H23 (１件), H25 (１件)
実証事業での実績

土壌（2.9～3.5万 Bq/kg）土壌（3,700 ～2.9万 Bq/kg）
焼却灰・飛灰（4,100～2.4万 Bq/kg）

土壌（<4.75 mm, 5,000～2.5 万
Bq/kg）

土壌
4,830～34万 Bq/kg

砂（5100 Bq/kg）, シルト（1.2
万～29.3万 Bq/kg), 分級土壌
（＜1mm, 2,700～21.2万
Bq/kg)

実証事業で用いた対象物

バッチ処理準連続処理、バッチ処理バッチ処理バッチ処理バッチ処理実証事業の規模 0.25 kg4.8 kg/h、2g～500 g10 kg20  g 0.02 kg～0.5 kg
ーーーーー大規模化の可能性
放射能濃度の低減化効果が
低く、減量化できない。

データなしデータなしデータなし77～93 % （H23）減容化率

70～99 %63～70 %60～75 %98～99 %（H25）減量化率

０～22 %12-92 % （放射能収支不明のため、
参考値）

35～68 %96～99 %77～93%（H23）、40～69%
（H25）（放射能収支が不明の
ため参考値）

放射能濃度の低減化率

（生成物）1.9～3.7万 Bq/kg（生成物）360～2.1 万 Bq/kg（生成物）3,628～8,464 Bq/kg（生成物）78～11,412 Bq/kg（生成物）78～8.4万 Bq/kg
生成物/濃縮物の放射能
濃度 （濃度の低減化ができてい

ない）
6,300 36 Bq/kg（濃縮物）41,250～50,719 Bq/kg（濃縮物）1.4～59万 Bq/kg（廃液を吸着剤で濃縮）1.4万

～710万 Bq/kg
洗浄効果が低く、生成物の
濃度が高い。

品質の確認が必要処理後土壌にアルカリが含まれる処理後土壌に酸が含まれる処理後土壌に酸が含まれる生成物/濃縮物の性状

188 万円/t（ランニングコス
トのみ）

4.3万円/t（H27）、
5.9万円/t（H27）、
322万円/t（H28）

0.7 万円/t13万円/t5～10万円/t（H23）、
10万円/t（H25）コスト（イニシャルコス

ト＋ランニングコスト）

廃酸、廃塩、添加物、洗浄
水が二次廃棄物となる。処
理後物の中和、洗浄が必要。

処理水等、二次廃棄物の発生は限定的。廃アルカリが発生する。処理後物
の中和、洗浄が必要。

酸、アルカリ廃液が土壌量の各
２倍程度発生。

廃酸等が発生する。処理後物
の中和、洗浄が必要。スラッ
ジが処理土壌量の４割程度発
生。

二次廃棄物、副生成物等
の性状や量

※ここでのコスト等のデータは各実証事業において想定された条件の元で算出されたものを含み、今後精査が必要。

第9回技術WG資料3より
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減容技術等の評価項目に関する整理⑤
＜各処理技術ごとの評価項目に関する整理（飛灰洗浄技術（洗浄工程）の場合）＞

洗浄
散水式混合撹拌式
H25 (１件)H25 (１件), H31 (１件),  R4-5 (１件、国直轄事業)実証事業での実績
飛灰（ストーカー炉、1,200～1,400 Bq/kg）液固比0.55～0.65で
シャワリング洗浄

飛灰（ストーカー炉，焼却炉，表面溶融炉, 2.7万～28万
Bq/kg(R4年度時点）、液固比5～10で撹拌洗浄実証事業で用いた対象物

700 kg/バッチ10～50 kg/バッチ、550 kg/バッチ～連続処理（国直轄）実証事業の規模
大規模化、複数系列化が可能 （タンク容量：50 m3）550 kg～4 t/バッチ程度の大型化・複数系列化が可能（撹拌タン

ク容量：50 m3、磁性分離: 2000 L/min）、洗浄用水：6～8 t/t 等大規模化の可能性

データなしデータなし減容化率
飛灰洗浄処理工程では濃縮物は発生せず。飛灰洗浄処理工程では濃縮物は発生せず。減量化率
56～63 % 97 %（国直轄）, ２～92 % （H25, H31）

洗浄後飛灰が8,000 Bq/kgを超える場合について、R6国直轄事業
内で追加確認を検討中。

放射能濃度の低減率

（洗浄後飛灰）444～574 Bq/kg（洗浄後飛灰）2,700～2.6万 Bq/kg
生成物/濃縮物の放射能濃度

（洗浄廃水）330～1,700 Bq/L（洗浄廃水）51 ～3.2万 Bq/L（吸着工程へ）
脱水ケーキ状、重金属を含む場合がある。反応促進剤として再
利用（再熱処理）可能。 350～1,600 Bq/L

磁力選別の場合、磁性粉末を含む。重金属を含む場合がある。
反応促進剤として再利用（再熱処理）可能。生成物の性状

（H25, 洗浄・廃水（脱水なし）工程）
イニシャルコスト 1.6万円/t飛灰
ランニングコスト 4.3万円/t飛灰

イニシャル＋ランニング4.6万円/t飛灰（H25, 洗浄・吸着工程）

コスト
※他の工程も含む数値あり

イニシャル38万円/t飛灰, ランニング30万円/t飛灰（H31, 洗浄・
吸着・安定化工程）
ランニング37万円/t飛灰（R4-5, 洗浄（脱水）工程）

洗浄廃水に含まれる重金属対策として、キレート沈殿処理等が
必要。また、高濃度塩分も含まれる。

洗浄廃水に含まれる重金属対策として、キレート沈殿処理等が
必要。また、高濃度塩分も含まれる。二次廃棄物等の性状や量

※ここでのコスト等のデータは各実証事業において想定された条件の元で算出されたものを含み、今後精査が必要。

第9回技術WG資料3より
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減容技術等の評価項目に関する整理⑥
＜各処理技術ごとの評価項目に関する整理（飛灰洗浄技術（吸着工程） ＞

吸着
ゼオライトケイチタン酸塩フェロシアン化銅フェロシアン化鉄フェロシアン化ニッケル

（カラム式）（液中合成・混合攪拌式）
R4-5 (１件、国直轄事業)R4 (１件、国直轄事業)R4-5 (１件、国直轄事業)R4-5 (１件、国直轄事業)H31 (１件)H25 (１件) 実証事業での実績
フェロシアン化物吸着剤アル
カリ分解液、14万Bq/kg

ばいじん洗浄後脱水ろ液、2.8
万 Bq/kg 

ばいじん洗浄後脱水ろ液、3.3
万 Bq/kg 

ばいじん洗浄後脱水ろ液、2.8
万Bq/kg 

ばいじん洗浄後脱水ろ液、
270 Bg/kg

ばいじん洗浄水、
（濃度はCs溶出と同時処理の
ため特定できない）

実証事業で用いた対象物

20 L/h
必要な資材：ゼオライト（量
は濃縮率により変わる）

9 L/h
必要な資材：ケイチタン酸塩
吸着剤（量は濃縮率により変
わる）

50 L/h
必要な資材：フェロシアン化
銅吸着剤（量は濃縮率により
変わる）

1 m3/バッチ
必要な資材：フェロシアン化
鉄、硫酸鉄等（量は濃縮率に
より変わる）

75 L/バッチ500 L/バッチ
実証事業の規模

ーーーーーー大規模化の可能性
データなしデータなしデータなしデータなしデータなしデータなし減容化率
98 %（アルカリ分解後中和液
からの減量化）

99 %（元飛灰からの減量化）99 %（元飛灰からの減量化）98 %（元飛灰からの減量化）99 %（元飛灰からの減量化）96 % （元飛灰からの減量
化）減量化率

99.9 %（アルカリ分解中和液
からの低減化率）

99.9 %（洗浄液からの低減化
率）

99.9 %（洗浄液からの低減化
率）

99.9 %（洗浄液からの低減化
率）

99.5 %（洗浄液からの低減化
率）

99.9 %（洗浄液からの低減化
率）放射能濃度の低減率

280 Bq/kg吸着剤297万 376万 Bq/kg吸着剤2,180万 5,950万 Bq/kg 吸着剤（フェロシアン化鉄→
ゼオライト）864万 Bq/kg 

吸着剤44万 Bq/kg 吸着剤48万 106万 Bq/kg
生成物/濃縮物の放射能濃度

廃水～100 Bq/L廃水 <1 Bq/L<2 Bq/L廃水100 Bq/L廃水10 Bq/L程度廃水 10-310 Bq/L程度
廃吸着剤カラム内廃吸着剤カラム内廃吸着剤

Bq/kg /廃水 <2Bq/L
汚泥状（フェロシアン化鉄分
解物）

汚泥状（フェロシアン化鉄分
解物）

汚泥状 吸着剤のアルカリ耐
性が高い(pH11)

生成物（廃吸着剤、廃水）の
性状

イニシャル＋ランニング510
万円/t飛灰（吸着安定化工程、
液固比10で推計）
イニシャル＋ランニング51万
円/m3ろ液（吸着安定化工
程）

イニシャル＋ランニング 97万
円/t飛灰（吸着安定化工程、
液固比10で推計）
イニシャル＋ランニング 9.7
万円/m3ろ液（吸着安定化工
程）

イニシャル＋ランニング 150
万円/t飛灰（洗浄吸着安定化
工程、液固比10で推計）、イ
ニシャル＋ランニング 15万円
/m3ろ液（洗浄吸着安定化工
程）

イニシャル＋ランニング510
万円/t飛灰（吸着安定化工程、
液固比10で推計）
イニシャル＋ランニング51万
円/m3ろ液（吸着安定化工
程）

イニシャル38万円/t飛灰, ラン
ニング30万円/t飛灰（洗浄吸
着安定化工程）

イニシャル＋ランニング 4.6
万円/t飛灰（H25：洗浄・吸着
工程）コスト（イニシャル、ランニ

ング）
※他の工程も含む数値あり

重金属汚泥（リンス後、8000 
Bq/kg以下となる）

過熱溶融時のCs揮散の恐れあ
り。オフガス処理用フィル
ター。

吸着剤分解時のHCN、NH3、
COガスが発生するため、ト
ラップ設備が必要。処理水、
重金属汚泥

PB分解物、処理水（放射能濃
度は100Bq/L（ゼオライト吸着
後））

廃水の放射能濃度は10-20 Bq/L
程度、重金属も凝集剤処理に
より、排水基準を満たす。

廃水の放射能濃度は10～400 
Bq/kg程度、重金属も凝集剤処
理により、排水基準を満たす。
吸着剤はフェロシアン化ニッ
ケル担持磁性粒子

二次廃棄物等の性状や量

※ここでのコスト等のデータは各実証事業において想定された条件の元で算出されたものを含み、今後精査が必要。
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減容技術等の評価項目に関する整理⑦
安定化

ゼオライト焼成プラスチック固型化ガラス固型化セメント固型化
R4-5 (１件、国直轄事業)H24(１件)R4 (１件、国直轄事業)R4-5 (１件、国直轄事業)実証事業での実績

廃吸着剤ゼオライト、120～280万 Bq/kgゼオライト廃吸着剤(7300 Bq/kg)廃ケイチタン酸塩 300万Bq/kg（R4）、熱
処理した吸着剤の洗浄水（H28、H31-R3）

水蒸気分解後のフェロシアン化物6000万～1.1 
億Bq/kq、カラム内固型化実証事業で用いた対象物

1 .4kg程度/バッチ処理, キルンサイズによ
る。加熱条件は1050 oC, １ h

55 mL/バッチ4kg/バッチ，0.57 L/バッチ
熱処理温度 1300 oC
必要な資材：ガラスフリット、固型化対
象物の2倍量程度

10 L/バッチ～200L/バッチ
必要な資材：セメント、固型化対象物の2倍量
程度実証事業の規模

焼成炉の実機160 kg/dayあり。可能。プラスチックの自動混錬・成形装
置の実績あり、実用段階

50t/バッチ規模の実績（海外）
実用段階

可能、特定廃棄物施設で実績あり（160t/日）, 
実用段階大規模化の可能性

焼成体～4000万Bq/kg（平均930万Bq/kg)固型化体：6,000 Bq/kg程度固型化体：～3.2万Bq/kg 固型化体：廃吸着剤の1/3程度固型化体の放射能濃度

溶出率：0.001～0.0022％（粒状、焼成
体）

溶出率：検液ND（<18.8 Bq/L)（吸着剤対
象、（φ4.5 cm ×5.8 cm, 円筒形）
軽量 密度1.35g/cm3 程度
充填率 1.1 kg/L

溶出抑制効果が高い：
溶出率：
0.003 ％未満（φ18㎝×25㎝, 円筒形）（国
直轄）
0.12％（1㎝角, 立方体（R3）
充填率： 0.7 kg/L（国直轄）

0.032 kg/L(R3)

溶出率：検出下限値未満 フェロシアン化物分
解物10Lステンレスカラム内固型化（φ22cm×37 
cm, 円筒形）；0.04 %フェロシアン化物未分解
固型化体（φ6 cm×8cm, 円筒形）固型化体の性状

510万円/t飛灰（R4 吸着安定化工程、液
固比10で推計）
51万円/m3ろ液（R4 吸着安定化工程）

（参考値）12.1万 円（薬品費のみ）39万円/t飛灰（固型化のみ）
97万円/t飛灰（R4 吸着安定化工程、液固
比10で推計）
9.7万円/m3ろ液（R4 吸着安定化工程）

150万円/t飛灰（国直轄、洗浄吸着安定化工程含
む）

コスト（イニシャル＋ランニング）
※他の工程も含む数値あり

実証事業において、焼成時の放射性セシ
ウムのガス側への移行は極めて限定的
（約0.00012%）であり、排ガス処理工程
においてフィルターでの捕集が可能。

プラスチックの重合化による固型化。水
分が重合反応を阻害するため、対象物の
脱水が必要。

排ガス対策のプレフィルター、 HEPA フィ
ルター、ガラスフィルター
ガラス溶融運転中、コールドキャップ
（未溶融原料）により、放射性セシウム
のガス側への移行を抑制。実証事業にお
いては、ガラス固型化体の放射性セシウ
ムの保持率は約99％で、残り約1%は排ガ
ス処理工程においてフィルターでの捕集
が可能であることを確認。

吸着剤分解時のHCN、NH3、COガス、処理水。

二次廃棄物等の性状や量

＜各処理技術ごとの評価項目に関する整理（安定化技術（吸着剤等） ）の場合＞

※ここでのコスト等のデータは各実証事業において想定された条件の元で算出されたものを含み、今後精査が必要。

第9回技術WG資料3を一部修正、追記
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減容技術等の評価項目に関する整理⑧
安定化

プラスチック固型化ジオポリマー固型化ガラス固型化セメント固型化
H24(１件)R2 (１件), R3-4 (１件）R3(１件)H23, H24, H25, H31; 各１件実証事業での実績

焼却灰、飛灰(8,600～9,960 Bq/kg)土壌 7,000 Bq/kg、
（その２）飛灰、15万 Bq/kg, 

模擬飛灰2,026mg-Cs/kg （900oC処理）飛灰(800～14,720 Bq/kg), 
土壌(19,950 Bq/kg)

実証事業で用いた対象物

55 mL/バッチ
必要な資材：レジン、固型化対象物のの
１倍量程度

２L/バッチ, 20 L/バッチ
必要な資材：水ガラス、水酸化カリウム
等、固型化対象物の１倍量程度

10 kg/バッチ、0.57L/バッチ
必要な資材：ガラスフリット、固型化対
象物の２倍量程度

0.3 m3/バッチ, 0.2 m3/バッチ, 30 L/バッ
チ, 64 L/バッチ, 30 kg/バッチ
必要な資材：セメント、固型化対象物の
２倍量程度

実証事業の規模

プラスチックの自動混錬・成形装置の実
績あり

200 L/バッチ（ドラム缶）程度可能50t/バッチ規模の実績（海外）特定廃棄物施設で実績あり（160t/日）,大規模化の可能性

固型化体：5,700，5,400 Bq/kg固型化体：4.1万 Bq/kg（飛灰）599mg-Cs/kg517～112,200 Bq/kg固型化体の放射能濃度

溶出率： 6.6 %（飛灰, 6h, φ4.5×3 cm, 円筒
形）

充填率 ：0.9 kg/L

溶出率： 23 %（飛灰）
（飛灰の固型化体, φ1.3×1.5 cm, 円筒形）

充填率 ：0.5 kg/L 程度

飛灰の場合：溶出率データなし
充填率 0.7kg/L

溶出率：
• 17 %（飛灰, φ10×9 cm, 円筒形）
• 69.8～89.5%（飛灰, φ1㎝, 粒状, 洗浄に

よる累積溶出率）
• 21 ％（飛灰, 100g 程度, 形状データな

し
充填率：0.4～1.27 kg/L

固型化体の性状

（参考値）12.1万円（薬品費のみ）72万円/t飛灰80万～800 万円/t飛灰1.4万～12万円/t対象物（飛灰or土壌）

コスト（イニシャル＋ランニング）

プラスチックの重合化による固型化。水
分が重合反応を阻害するため、対象物の
脱水が必要。

二次廃棄物の発生は限定的排ガス対策のプレフィルター、 フィル
ター、ガラスフィルター
ガラス溶融運転中、コールドキャップ
（未溶融原料）により、放射性セシウム
のガス側への移行を抑制。実証事業にお
いては、ガラス固型化体の放射性セシウ
ムの保持率は約99％で、残り約1%は排ガ
ス処理工程においてフィルターでの捕集
が可能であることを確認。

ー

二次廃棄物等の性状や量

＜各処理技術ごとの評価項目に関する整理（安定化技術（飛灰等）） ＞

※ここでのコスト等のデータは各実証事業において想定された条件の元で算出されたものを含み、今後精査が必要。

第9回技術WG資料3に追記
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（参考）プラスチック固化体の物性について
表１は、文献調査による、プラスチック固化体の物性（不飽和ポリエステル、エポキシ樹脂、シリコン樹脂）
の比較を示す。
表２は、不飽和ポリエステル、エポキシ樹脂による、焼却灰またはゼオライト（廃吸着剤）固化体物性の詳細
を示す。
充填物によって、物性が異なるが、強度耐水性が高いのは、不飽和ポリエステル、エポキシ樹脂。耐熱・耐火
性が高いのは、シリコン樹脂である。

耐候性
（温度サイクル、
28日間）

耐放射線性
（γ線、照射量
109（R）まで）

耐水性
浸出率（42日）g/cm2・
day（廃棄物中のNa+）

耐熱性・耐火
性

圧縮強度
kg/cm2

プラスチック樹脂

変化なし変化なし10E-04～10E-05中100～600不飽和ポリエステ
ル

変化なし変化なし10E-05～10E-06低200～600エポキシ樹脂
変化なし変化なし10E-02～10E-03高10～80シリコン樹脂

表１ プラスチック固化体の物性（不飽和ポリエステル、エポキシ樹脂、シリコン樹脂）の比較*1

*1 再処理低レベル放射性廃棄物のプラスチック固化基礎試験、報告書（㈱東芝、1984）より抜粋
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（参考）プラスチック固化体の物性について

耐水性耐火性
着火時間 s
（800oCの炉
内）

耐熱性
熱分解開
始温度(oC)

圧縮強度
kg/cm2

対象廃棄物、
充填率（％）

プラス
チック
樹脂 耐水性

重量変化
（42日）％

浸出率（42日）g/cm2・
day
（廃棄物中のNa+）

2.858.05E-0420260581焼却灰；55 ％不飽和
ポリエ
ステル 0.686.43E-0613260629ゼオライト；

62 ％
1.736.72E-057250402焼却灰；45％エポキ

シ樹脂 0.551.48E-067250417ゼオライト；
60％

耐候性
（温度サイクル、28日間）

耐放射能（固化体（φ20mmH50mm）に
Co-60 γ線，照射量109（R））

対象廃棄物、
充填率（％）

プラス
チック
樹脂 圧縮強度変化

kg/cm2
重量変化（％）圧縮強度変化

kg/cm2
重量変化（％）

116-0.322900.46焼却灰；55 ％不飽和
ポリエ
ステル 239-0.5478-2.08E-02ゼオライト；62 ％

102-8.18E-02103-2.13E-03焼却灰；45％エポキ
シ樹脂

162-0.781240.45ゼオライト；60％

表２ 不飽和ポリエステル、エポキシ樹脂による、焼却灰またはゼオライト（廃吸着剤）固化体物性の詳細
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（参考）飛灰洗浄（洗浄水中の共存イオンによる吸着への影響について）

飛灰洗浄水中には、Csイオンの他、多くの陽イオンが共存する。吸着剤（フェロシアン化物）へのCs吸着に
対する共存イオンの影響を調査するため、通水量毎に、洗浄水（原水）とカラム出口水を採取し、K、Na、
Rb、Cs各イオンの濃度を分析した。
結果として、通水量（処理量）が増加しても、競合イオン種K、Na、Rbの共存する実洗浄液でも放射性Csの
選択的な吸着処理が可能であることが確認された。

パイロットスケールカラムでの吸着原水と処理水の分析結果（実洗浄液）

通水量, m3

37m3

通水量, m3

61 m3実洗浄液中のカラム吸
着による安定Csと放射
性Csの濃度変化の比較

安定Csと放射性Csの吸着
による濃度変化には、大
きな差は見られない。
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(参考資料)

減容処理によって得られた生成物の再生利用の実証例
• 土壌の湿式分級砂（粗粒分）の再生資材化の実証例
• 溶融スラグの再生資材化の実証例
• 焼成による生成物の再生資材化の実証例①～⑥
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減容処理によって得られた生成物の再生利用の実証例

実証結果要約再生利用の実証例対象物

分級砂と山砂の混合土の土質試験より、道路盛土材として使用
可能な材料と判断された。（P35）

盛土材としての適用性の評価土壌の湿式分級砂
（粗粒分）

強度、耐久性等の物性は各種基準を満足。(P36)土木用資材（コンクリートタイルの製造、
細骨材）

利用用途に応じた安全性、安定性を確認した。その結果、各種
用途への適用が可能であるとともに、適用拡大に当たっての課
題を確認できた。（P37）

土木用資材（盛土材）
土木用資材（アスファルト舗装）
土木用資材（路盤材）
土木用資材（コンクリート）

溶融スラグ

歩道用および車道用ILブロック曲げ強度の基準を満足、製造管
理値を満足（P38)。

土木用資材（インターロッキング（IL）ブ
ロック）

焼成による生成物

強度、外観は生成物未使用品と同等（P39）。土木用資材（U字側溝）

焼成物は鉱さいけい酸質肥料と同様にケイ酸肥料として肥効
があった。（P40）

農業用資材（鉱さいけい酸質肥料）

土壌のｐH を上昇させる効果があった。（P41）農業用資材（酸性土壌改良材）

焼成物を含むクリンカを用いて試製されたセメントJIS規格値を
満たした。放射能濃度は検出限界以下。（P42-43）

土壌焼成物のセメント原料化の検討

各種用途に対する品質適合性評価および環境安全性評価にて、
各種基準を満たすことが確認された。（P44）

各種用途（盛土材、に対する品質適合
性評価、環境安全性評価

減容処理によって得られた生成物の再生利用に関する実証例について、2016年度から2023年度までに実施された事業の成果
をまとめた。
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試験対象土壌試料：
① 通常分級後の土壌（礫・砂の分級後重量割合で混合）
② 遮蔽土嚢内の山砂
③ 容積比①9：②1 で混合したもの
④ 容積比①8：②2 で混合したもの
⑤ 容積比①7：②3 で混合したもの

土壌の湿式分級砂（粗粒分）の再生資材化の実証例①

分級後の土壌を用いて、土質試験を実施し、各種基準値*1に照らし合わせることにより、
盛土材料（路体・路床）としての適用性を評価した。

■土壌の湿式分級砂（粗粒分）を盛土材として利用するための物理特性評価

分級砂と山砂を混合することにより、細粒分率が増加し、コーン指数：増大、CBR値：増大、締固
めにより所要の密度を容易に得ることができた。
土質試験の値と各種基準値を照らし合わせると、混合土３種類全てにおいて、道路盛土材とし
て使用可能な材料と判断された。

*1公益社団法人日本道路協会編、『 道路土工盛土工指針 (平成22年度版) 』 平成22年4月 初版第1刷発行 第4章設計 4-6盛土材料 p131
一般財団法人国土技術研究センター編 『 河川土工マニュアル 』平成21 年 4 月 第4 章河川土工の施工 第4.2 節施工計画 p160.
公益社団法人日本道路協会編、『 舗装設計便覧 』平成18 年2 月 第5 章 アスファルト舗装の構造設計 p70.
国土交通省令（建設業に属する事業を行う者の再生資源の利用に関する判断の基準となるべき事項を定める省令 平成13年 3月29日 国交令59
独立行政法人土木研究所編著『 建設発生土利用技術マニュアル 第4 版』 平成25 年12 月1 日 4.適用用途標準 p34. など
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土壌の湿式分級砂（粗粒分）の再生資材化の実証例②

■土壌の湿式分級砂（粗粒分）をコンクリート骨材として利用するための実証例

国直轄の分級実証試験由来の分級砂（放射能濃度
1,000～2,700 Bq/kg)と山砂の約１：１の割合で混合し
た細骨材を使用し、コンクリートタイル(4.0m×4.0m
×0.15m厚)を作製した。

40 cm 40 cm

分級砂を含むコンクリート基礎試験の様子 コンクリートタイル土間の空間線量率のグラフ

分級砂を含むコンクリートタイル100枚を敷設したコ
ンクリート土間

強度、耐久性等の基礎物性は各種基準を満足し、通
常品と同等またはそれ以上の値を示した。
コンクリートタイルを100枚敷設した土間（写真、右）
の中央での空間線量率は0.28 Sv/h程度（下図、
右）であった。
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溶融スラグの再生利用実証例

■溶融スラグを盛土材、路盤材、アスファルト舗装骨材、コンク
リート骨材として利用

・双葉町仮設焼却第一施設・仮設灰処理第一施設で生成されたシャフト炉
スラグおよび表面溶融炉スラグを用いて室内試験、試験施工等を行い、
利用用途（盛土材、路盤材、アスファルト舗装骨材、コンクリート骨材）に
応じた安全性、安定性を確認した。

• モニタリング期間を通じて、盛土浸出水、舗装道路浸透水・表面水の水
質について、放射性セシウム濃度は検出下限値未満であり、重金属濃
度も参考値とした地下水環境基準に適合しており、環境安全性上の問
題は認められなかった。

• これらの溶融スラグについて、材料として構造物を構築したり、解体し
たりする場合における「使い易さ（勝手）」は、既に資源化が確立してい
る製鋼スラグや都市ごみ溶融スラグ等と同等であった。

試験盛土供用時の状況
（除去土壌とスラグ割合１：１）

コンクリート供試体屋外暴露状況

アスファルト舗装道路構築状況
（配合を変え５工区を施工）

2024年６月現在、技術実証フィールドにて、

• 双葉町仮設灰処理第二施設で生成されたコークスベッド炉スラグを用い
て試験盛土実証試験を実施中

• 三種類のスラグを用いた大型テストセルによる環境安全性試験の試験
設備を構築中

• 三種類のスラグを用いたインターロッキングブロックの試験施工を計画中
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焼成による生成物の再生資材化の実証例①
■骨材の50％を焼成物に置き換え製造されたILブロックと敷設例

細骨材の50％を焼成物に置き換え製
造されたILブロックの外観

合計22,000個以上を製造

容積置換率＝細骨材中の焼成物の容積
（長さ200mm×幅 100mm×厚さ 80mm）

• 細骨材を生成物で置き換えたILブロックについて、生成物の細骨材置換率
100 ％では、 歩道用 IL ブロックの曲げ強度の基準 ３N/mm 2 以上、生成物の細
骨材置換率 50 ％では、車道用 IL ブロックの曲げ基準 ５N/mm 2 以上が確保でき
ることが確認された。
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焼成による生成物の再生資材化の実証例②

作製されたU字側溝（右）と蓋（左）

細骨材に対し、土壌の焼成物を 25 ％、 50 ％と置
換した配合でのU字側溝の作製例（写真）

硬化後のコンクリート供試体の強度特性には置換
材の影響は認められず、50 ％置換においても未使
用品と同等の強度が得られた（下図）。

■細骨材の25，50％を土壌の焼成物に置き換え製造された側溝の例

コンクリート供試体の圧縮強度
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焼成による生成物の再生資材化の実証例③
■農業用資材化の例_焼成物を添加した土壌での水稲栽培試験

焼成物を添加した試験
対照 対照

土壌の焼成物の成分が鉱さいけい酸質肥料に類似しているため，市販の鉱さいけい酸質肥料との施用比
較試験が実施された。結果、生育阻害は認められなかった。

焼成物①（1300 oC処理), 焼成物②（1400 oC処理), 鉱さいけい酸質肥料

焼成物①
焼成物②

焼成物①、焼成物②
焼成物①＞焼成物②
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焼成による生成物の再生資材化の実証例④
■農業用資材化の例_焼成物の酸性土壌改良材としての評価

土壌焼成物は多量のカルシウムを含んでいることから、石灰質肥料と同様、酸性土壌改良材と
して期待できるため、緩衝曲線の測定 及び コマツナを用いた生物施用試験を行なった 。
酸性土壌に対しては、市販の炭酸カルシウムと同様にｐH を上昇させる効果があった（下図、
左）。コマツナ栽培試験では葉の黄変が観察された（下図、右）。
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焼成による生成物の再生資材化の実証例⑤-1
■土壌焼成物のセメント原料化の検討

土壌焼成物の外観

①セメントクリンカ原料として利用

• 焼成物を含むクリンカを用いて試製されたセメントは普通
ポルトランドセメントのJIS規格値（JIS R 5210：2009 ポルト

ランドセメント）を満たした。
• 最大19.3 %（原単位：199.2 kg-生成物/t-cli.）の焼成物を

含むセメントにおいても、品質上の問題は認められなかっ
た。

• 放射能濃度は検出下限値未満であった。

クリンカ原料と配合

クリンカ

土壌焼成物

焼成

焼成物をクリンカ原料の代替物＊として用い、他の原料
と混合しクリンカを焼成した。
焼成したクリンカを用いてセメントを試製し、その品質評
価を行った。

＊セメントクリンカの主原料が、石灰石、粘土、珪石、鉄原料で
あることから、カルシウム分及びシリカ分を多く含む焼成物は、
「石灰石・珪石代替原料」として利用できる可能性がある。

セメント試製

石膏等と配合

品質評価
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焼成による生成物の再生資材化の実証例⑤-2

焼成物で普通ポルトランドクリンカの一部を代替し
た混合クリンカを用いてセメントを試製し、その品質
評価を行った。

②セメントクリンカの一部を代替

■土壌焼成物のセメント原料化の検討

土壌焼成物

混合セメント試製

石膏

普通ポルトランドセメ
ント

• 試製した混合セメントは普通ポルトランドセメントのJIS規

格値（JIS R 5210：2009 ポルトランドセメント）を満たすこ
とが確認された。

• 焼成物の配合比に関わらず、対照セメント（焼成物を含
有しない）とほぼ同等の物理特性及び化学特性を示し、
品質上の問題は認められなかった。

• 生成物由来の鉱物も確認できなかった。
• 放射能濃度は検出下限値未満であった。

品質評価
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焼成による生成物の再生資材化の実証例⑥
■盛土材、路盤材、コンクリート二次製品用骨材用途に対する品質適合性評価

土壌の焼成物は、各種用途
に対して、利用可能な品質の
材であることが示された。

■環境安全性評価

土壌の焼成物は、
重金属・有害物質
の溶出量、含有量
に関する基準*を満
たすことが示された。

* JIS A 5031 溶融スラグ骨材
に対する環境安全品質基準
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